
企業における環境経営の動向と課題
環境問題のグローバル化やステークホルダーの要求増加により企業の社会的責任が増大し、法令対応に留まらない自主的かつ積極的な取り組みが求め
られています。
しかし、各社の環境・CSR報告書の開示レベルは千差万別であり、各企業は環境問題への取り組みにおいて、“何を、どこまでやるべきか？”の判断に迷っ
ている企業も多いのではないかと推測します。

【環境・CSR報告書から見る課題の例】
 ●環境活動に関する定量情報の開示
・ 環境負荷情報や環境活動のコストと効果に関する開示の範囲が不十分
・ 範囲が子会社や海外拠点に及ばず、連結ベースで情報開示がされていない
 ●サプライチェーンでの取り組み
・ 「グリーン購入・調達」や「製品・サービスにおける環境配慮」の取り組みの明示がない
・ マテリアルバランスや環境会計の対象範囲が特定エリアに限定されている
 ●ライフサイクルでの環境負荷の把握
・ 製品・サービスのライフサイクルでの環境負荷が開示されていない

*調査報告の全文は、富士通総研Webサイトの「オピニオン」をご覧ください。

 http://jp.fujitsu.com/fri/column/opinion/201002/2010-2-1.html
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平均値 製造業A社 金融B社
＜各業種の代表的な企業の2009年度環境・CSR報告書*を調査＞

ビジネス環境の変化に対応していくためには、
環境経営の全体像を改めて捉えなおす必要があると考えます。

http://jp.fujitsu.com/group/fri/service/consulting/assurance/menu.html
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環境経営評価コンサルティングのご紹介
環境経営高度化のためのフレームワーク

 ●高度な環境配慮型経営の考え方や手法の概念として、COSO*1が公表している内
部統制やERM*2のフレームワーク、GRI*3の提示しているCSRに関わる報告のガ
イドラインをベースとした「環境経営フレームワーク」を独自開発
 ●企業の環境経営を「目的」、「対象領域」、「構成要素」の軸で定義し、経営者が企
業内の環境の取り組みを統合的に管理することを支援します。

*1 COSO： 米国トレッドウェイ委員会組織委員会
 （Committee of Sponsoring Organizations of Treadway Commission） 

*2 ERM： 統合的リスクマネジメント（Enterprise Risk Management）

*3 GRI： NGO “Global Reporting Initiative”

「環境経営フレームワーク」を用いた環境負荷低減と経済価値向上の両立が可能
「環境経営フレームワーク」を用いることで、お客様の環境への取組み状況を経営の視点から統合的に捉え、環境負荷低減と経済価値向上を両立が可
能となります。

「環境リスクユニバース」を用いた環境保全活動の俯瞰が可能
業務プロセスと環境へのインパクト起源の2軸から成る「環境リスクユニバース」を用いることで、環境保全活動を網羅的に俯瞰することが可能とな
ります。
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評価の観点 No. No. 具備すべき要件 No.

27 全社の環境計画は何に基づいて策定していますか？ 複数
□ 自社の経営戦略／事業計画
□ 業界の行動計画
□ 日本国内における行政機関の行動計画
□ 国際的な行動計画

28 全社の環境計画は、どのように承認していますか？ 単一
□経営会議で承認
□取締役会で承認
□環境本部で承認

29 全社の計画はどの単位で作成していますか？ 単一

□ 1ヵ年
□ 2ヵ年
□ 3ヶ年
□ 4ヵ年
□ 5ヵ年以上

複数
□ 自社の経営戦略／事業計画の目標値
□ 業界の行動計画における目標値
□ 日本国内における行政機関の行動計画における目標値
□ 国際的な行動計画における目標値

31 最新の全社の目標値を記載してください。 記述

32 環境計画（目標含む）の適用は、どの範囲ですか？ 複数
□ 工場等の特に環境へ影響するサイトのみ
□ 全社
□ 国内の子会社、グループ会社
□ 海外の子会社、グループ会社

単一
□ 常に考慮して、策定している
□ わかる範囲で考慮して、策定している
□ あまり考慮せず、策定している

単一
□ 明確になっており、関係者が常に参照できる
□ 明確になっているが、個別問合せにより参照できる
□ 明確になっていない

35 関係する法規制の要求事項を監視し、反映する仕組みはありますか？ 複数
□ 定期的に監視を行っており、情報が共有されている
□ 不定期に監視を行っているが、情報共有はされている
□ 不定期に監視を行っているが、情報共有はされている
□ 特に行っておらず、マスメディアなどを通じて情報を入手

18 適切な経営者・管理者
の関与 36 環境行動計画や環境経営リスクの検討はどのような体制で実施していますか？ 複数 □ 委員会を設置

□ 専門部署を設置

37
環境に関する事業機会やリスクを識別するにあたり、内
部／外部の諸要因を考慮し、リスク等を識別・分類してい
ますか？

単一

□ 内部の諸要因を考慮し、リスク等を識別・分類している
□ 外部の諸要因を考慮し、リスク等を識別・分類している
□ リスク等を識別・分類するにあたり、内部／外部の諸要因
は考慮していない

38
環境リスク一覧を利用し、重要なリスクの識別・分類を
行っていますか？

＊環境リスク一覧を閲覧

単一

□環境リスク一覧をもとに重要なリスクを識別・分類している
□環境リスク一覧をもとに重要なリスクを識別・分類し、重要
な優先度をつけている
□環境リスク一覧をもとに重要なリスクを識別・分類していな
い

34

環境活動の評価

外部/内部環境要因
の検討19

法的要求事項及びその他要求事項を考慮し、環境行動
計画を策定していますか？

法的要求事項の収集、分析、対策の状況は明確になって
いますか？

全社の環境計画における目標値は、何に基づいて策定し
ていますか？

環境活動の評
価と対応

30

33

環境リスクの把握

質問項目 回答
方法 回答欄／選択肢

評価要素

ビジネス戦略との整合17

評価軸
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情報と伝達
モニタリング

環境経営基盤

ITへの対応

環境活動の評価と対応

・環境理念・方針が国内グループ会社に限定
・環境活動に対する第三者意見（外部監査など）を取り入れていない
・経営者の環境に対する姿勢が外部に伝わらない

環境経営基盤環境経営基盤

・中期経営計画と環境行動計画の連関がない
・目標（テーマ）設定の計画性・合理性が十分でない
・目標（テーマ）設定の際にビジネス機会を捉えていない
・目標値の設定に合理性がない（例：部門積上げ）

環境活動の評価と対応環境活動の評価と対応

・環境活動において管理すべき情報の定義が不十分
・環境情報の収集プロセスの構築が十分でない
・外部コミュニケーションの手段（媒体）が不十分
・ステークホルダーの要求・期待が未整理で、現場にフィードバックしていない

情報と伝達情報と伝達

・非生産部門の取り組みに対する日常的なモニタリングの仕組みがない
・環境会計の対象範囲が本体9工場に留まっている
・グループとしての内部環境監査の方針がない
・内部環境監査のリソースが不足している

モニタリングモニタリング

・IT資産（PC, 複合機など）の環境負荷を把握・評価する仕組みがない
・環境情報収集・管理におけるITが未整備

ＩＴへの対応ITへの対応

構成要素別の評価結果

【 環境経営評価ツール】
環境理念・環境経営戦略の策定や環境マネジメント
システムの導入、環境パフォーマンス評価、
ステークホルダーとの環境コミュニケーションへの
取り組み状況について約100項目の質問により評価

【環境経営評価ツール】
環境理念・環境経営戦略の策定や環境マネジメント
システムの導入、環境パフォーマンス評価、
ステークホルダーとの環境コミュニケーションへの
取り組み状況について約100項目の質問により評価

事業プロセス・資産

環
境
側
面

物流製造購買研究開発 廃棄・
リサイクル ファシリティ

－

－

事業プロセス・資産
環境側面

－

－

過剰な原材料投入を引き起こす
設計・原材料調達・生産設備

製品/
サービス

地球
温暖化
対策

廃棄物
削減

エネルギー消費

温室効果ガス排出

原材料の投入

廃棄物の発生

化学物質の排出化学物質
管理

製品・サービスに
おける環境への配慮

梱包材・容器に
おける環境への配慮

販売

リサイクル不可
な容器開発

不適切な化学物質管理を引き起こす
原材料調達・生産設備・輸送形態・販売手段・廃棄手段

リサイクルへの
未対応

食品廃棄物
への未対応

非効率な
配送

原料・資材の
過剰梱包

歩留まり
悪化

化石燃料の
使用

高公害の
輸送車使用

化石燃料の
使用

再利用技術
未確立

設備保守管
理の不備

高公害の
営業車使用

高環境負荷
製品の開発

不適切な
商品管理

－

－

－

－

－

非効率な
製造方法

調達基準の
未整備

－

・・・
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